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論文内容の要旨
1．研究の目的と意義
1972年にストックホルムで開催された国連人間環境会議において、人間環境の問題がクローズア
ップされ環境教育がはじめて言及された。以来、環境教育は、人間生活の急速な経済的質的変化
に伴って、ほぼ全世界的な普及を遂げている。また、上記の事実と連動して、当該教育の内容及び
実践方法に関する議論も世界的な展開を見せている。
本論文の目的は、環境教育の近年の方向性を見据え、新たに文化的多様性や伝統的知識を念頭に
置いた環境教育の必要性を見出そうとするところにある。その際、それらは環境教育の全体像を現
状から掴んだ上で論じられるものであるというスタンスを重視した。ここで言う全体像とは、環境
教育政策の変遷から現行の当該教育の成果までを指す。本論文では学校における環境教育を対象と
するため、環境教育政策の反映としての教育指針にその内容や方向性が規定されざるを得ない。さ
らには、その指針に沿って教科書が作成され教師の創意工夫によって授業が実践されることに鑑
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みれば、その指針と学校現場における環境教育の実状及び生徒の学習状況を取り出してみないこと
には、今ここで文化的背景や伝統的知識を環境教育に取り込もうとする意義を強調することはでき
ないと考える。したがって本論文では、環境教育政策の展開とその帰結として形成される環境意識
に着目した。
本論文は、アジアに着目したことにも意義が見出せる。環境教育は、これまで欧米を主体として
世界的に展開してきたため、本論文で研究対象とするアジアは後発の国々として欧米における当該
教育の内容や手法を追随する形となった。その傾向に変化をもたらしたのが、「テサロニキ宣言
（1997）」である。この宣言では、「最終的には、持続可能性は道徳的・倫理的規範であり、そこに
は尊重すべき文化的多様性や伝統的知識が内在している（第10節）」（傍点部筆者）と述べられる。
ここに多様な価値観や世界観にも日を転じた環境教育が成り立つことへの期待が兄いだせる。本論
文では、同宣言に見た今後の環境教育の方向性が不可欠であるという考えに基づき、これまで主流
となってきた欧米とは異なる文化や伝統的知識を持つアジアに焦点を当てた。本論文は、今こうし
た地域性が注目される理由を、欧米の環境教育に追随してきたことに求めるのではなく、現行のア
ジアの環境教育の意義と課題に求める。そこから新たな方向性を組み込んでいく必要性を指摘・提
案することに本論文の意義と目的を見る。
世界各国の環境教育という観点から見れば、日本において欧米の環境教育についての研究は数多
く見られる。他方アジア諸国の環境教育について言及する論文は少ない。韓国の環境教育は、韓国
国内における研究は進展しているが、日本で韓国の教育指針に関する言及は概要を提示するにとど
まる。経済の発展段階ごとの環境教育の制度化の傾向を析出したアジア太平洋地域における各国の
環境教育の発展段階に関する研究はあるが、特定のアジアの国に絞って具体的な検討を加えるもの
ではないため、各国の特色を詳細に捉えてはいない。とりわけ州にその取り組みを依存するインド
に関しては、州における具体的傾向を把握しなければ、実状を捉えたことにはならない。日本の事
例研究もまた、本論文のように政策を最も反映すると考えられるモデル校に着目したものや、全国
規模での学校を対象としたものはなく、特定の地域での事例研究にとどまる。本論文は、環境教育
の実状について、環境意識を通して比較する点においても実践性を重視する環境教育研究にとって
意義を持ちうる。
2．研究の対象と方法
2．1研究の対象
本論文では、日本、韓国、インドを取り上げる。この三国は、政策決定のプロセスが異なるだけ
でなく、その特徴を反映しながらそれぞれに学校における環境教育に力を注いでいる国である。三
国はまた、精神的文脈に共通性を持ちつつも、宗教の影響は異なるという特色を示す。精神的背景
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の共通性に見ると、インドは距離的な隔たりこそあれ精神的文脈での日本や韓国への影響が大きい。
他方、日常生活における宗教的側面を見ると、インドはヒンドゥー教が人口の8割を占め宗教が生
活に密着してある国であり、韓国も人口の5割以上が特定の宗教を持つ。韓国はその中でも仏教が
6割以上を占める一方、キリスト教やカトリックの影響力も強く、社会全体には儒教的な意識が板
強いという特色がある。日本は教団に属す傾向が少ないために宗教を持たないと言われるが、実際
には仏教や神道が影響し複雑な精神的な枠組みを示す。文化的多様性と伝統的知識に焦点を当てる
地域性豊かな環境教育を今後考察していく際に、こうした精神的文脈での共通性を持ちながら日常
生活に諸相を見せる国々に関する比較分析が意味を持つ。なぜならアジアの国々は、社会的・経済
的・文化的・宗教的に多様な側面を見せるからであり、本論文は、そうしたアジア諸国の環境教育
を検討する際に多角的な視点を提供することになるからである。
環境教育の模索にあたっては、次世代を担う子どもに行う当該教育の検討こそ重要であり、また、
教育は長期的な視野で考えなければならないことから、本論文では学校における環境教育を取り上
げる。また、知識習得の場として考えると、自然科学的視点の学習に最も適しているのは学校教育
である。本論文が対象とする中学校の時期は、生の自然に触れて自然を知るという小学校の段階を
経て、各教科における関係付がカリキュラム上なされるだけでなく、自然観等も形成される時期で
もある。さらにいえば、中学校における当該教育は、小学校でのそれを拡大・深化させながらも、
高等学校の認知的な側面にも焦点を当てた環境教育が行われなければならない。重要な転換期にあ
たるのが中学校の時期なのである。
2．2　研究の方法
本論文は教育の基盤としての国の教育指針にその展開を見ながら、現場からその実際を把握し、
環境教育のあり方を模索する。その際、本論文では意識と行動の関係に着目し、二つの仮説を立て
た。一つは、身近な問題を扱うことで問題の認識が自己への脅威に繋がり行動を導くという仮説、
一つは文化や伝統的知識が意識を行動に結びつける他の要因となるという仮説である。本論文は、
政策科学的視点と社会学的視点から定量的な分析及び定性的な分析手法を用いてこれらの仮説を検
証した。
環境政策科学的な視点においては、環境教育の導入過程とその指導内容や目的を各国の教育指針
と教科書の内容から解釈し、国際比較という手法を用いて分析する。日本は学習指導要額、韓国は
教育課程、インドはNationalCurriculumFrameworkがそれぞれ国の教育指針にあたる0
インタビューや活動への参加などの直接的コミュニケーションと質問紙という社会学的視点を通
じて、学校現場の環境教育及び生徒の環境問題に対する知識と環境意識について調査する。教育指
針は各国で大きく異なるため、質問紙の内容は三国で若干異なる。質問紙は三国の共通する部分と
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各国の実状を知る部分の二つからなる。質問紙の内容を共通する項目の目的別に見ると、大きく分
けて三つの部分になる。一つは環境問題に対する認識。一つは本調査の中心をなす学校での教育内
容であり、これは自然体換学習と教科における学習内容の二つの側面から見る。一つは家庭や地域、
NGOとの関わりである。この段階で、政策から実践まで総合的に把握することを目指し、現状と
課題とを析出する。
3．論文の構成
Ⅰ　序章
Ⅱ　環境教育とは何か－その日的・内容・教育手法一
Ⅲ　日本・韓国・インドの環境教育政策の比較
Ⅳ　日本・韓国・インドの中学校における環境教育の取り組みと環境意識の分析・考察
Ⅴ　終章
4．論文の内容
Ⅱ　環境教育とは何か－その日的・内容・教育手法一
本論文では、環境教育の目的の変遷や近年多様化するその内容や手法を鑑み、九章において、当
該教育の成立過程や目的、教育内容、方法を整理することから始めた。次いで、鍵概念となる「持
続可能性」と「環境」の概念の曖昧さを鑑み、それらの概念についていくつかの主流な捉え方を整
理し、環境教育の本質を明確化した上で、当該教育の定義を行った。これを環境教育政策と意識調
査の比較・分析の基盤とした。
テサロニキ宣言（1997）において、環境教育は「環境と持続可能性に向けた教育」と表現しても
かまわないと明記され、「持続可能性」の概念と環境教育とは表裏一体のものである、と看倣され
る。しかし「持続可能性」の概念は、さまざまな観点からのアプローチが可能であり、その捉え方
は多様である。例えば、日本の環境教育においては、後世に資源を残し、世代間の衡平をめざすと
いう意味合いが強い。他方、国連などの国際会議で用いられる「持続可能な社会」の場合、地球環
境の持続可能性に配慮しながら途上国の開発と保全を調和していくといった内容となる。このよう
に、環境問題に関わる持続可能性の概念が多様であるために、学習させる内容と目的により、その
強調点は異なってくる。そのため、環境教育においてこの概念を捉えるとき、「何の持続可能性」
であるかを考えることが重要となる。「環境」概念も曖昧さを増す。「環境」概念は、もともと生態
学の用語であったが、現在では文化的な環境も含めて考えられるようになった。そのため、環境問
題には、人間対自然と、人間対人間という二通りの関係が見出されることになる。ここから、守る
べき環境とはいったい何を指すのか、またそこから何が派生的に守られていくのかについては、立
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場や見方によって異なり複雑にならざるを得ない。環境教育の目的と概念整理を通して、本論文で
は、環境教育を「生態系の循環システムを破壊しないことを前提として、あらゆる人間社会のシス
テムを平等な観点から持続させることをめざし、行動する人間を形成する教育的営み」と定義した。
この定義は、環境教育が扱わなければならないあらゆる環境問題を念頭に置いたものである。
本章ではまた、環境教育の最終的な目的である環境意識を行動に結びつけることに着目し、環境
意識と行動に関わる意識調査を行った榎本博明（1992）と佐古順彦等（2001）の先行研究を基に、
本論文において意識調査を行うにあたっての二つの仮説を導いた。榎本は、環境意識の中で「対策」
に関する視点が欠落すると環境意識は行動を導かないことを明らかにし、具体的対処法を提示する
必要性を指摘した。また、佐古等は価値観に関連させた研究を行い、その中で、「知識」は「自己
への脅威」という「認知」と無関係ではないとしながらも、この認知が環境支持行動に転換しない
ことを明らかにした。ここから本論文では、身近な問題を扱うことで問題の認識が自己への脅威に
繋がり行動を導くという仮説を立てた。さらに、意識を行動に結びつける要因として、榎本による
具体的対処法の指示の他に、文化や伝統的知識が意識を行動に結びつける他の要因となるという仮
説を立てた。後者の仮説の意義を探るため、本論文では、伝統的知識に包含される宗教的自然観に
着目し、インドを事例として十章と、章において分析を加えた。
Ⅲ　日本・韓国・インドの環境教育政策の比較
Ⅲ章では、三国の環境教育の導入にいたるこれまでの展開と現在の方向性について、各国の教育
指針と教科書の内容から把握し、比較分析した。
日本の環境教育政策の変遷は、公害国会を通して学習指導要領の内容が修正され、科目の内容に
公害教育が組み込まれた1970年まで遡ることができる。日本の環境教育は社会科と理科における公
害教育から始まり、ストックホルム会議が開かれると公害教育から環境教育へと視点が移行する。
1978年版社会科学習指導要領においては、公害教育の観点に関するこれまで見られた具体性のある
記述が欠落し、環境教育の観点を捉えはじめた。にもかかわらず、この学習指導要領に沿って作成
された教科書において公害教育に関する記述は充実さを増した。人類全体としての環境問題はその
一部として併記された。1989年版では、社会科において日本は公害を克服した経験を生かす役割を
持つ国へと視点を変え、教科書では地球規模の環境問題が中心となった。理科の当該版においては、
人間が「ヒト」として生態系の一員として加わったことが画期的なこととして指摘できる。1991年
『環境教育指導資料』も作成され、年々その内容と手法の充実が図られてきているが、現在におい
ても環境教育は定着するには到っていないと言える。これまでの世界の動きと学習指導要領の内容
に照らしてを見る限り、環境教育の展開は世界的な要求の下に暫時的に行われただけで、当該教育
の十分な意味づけがなされてこなかったことが看守された。そのことは、1978年版学習指導要領と
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それに沿って作成された教科書における公害と環境問題に関する記述の重点の置き方が異なってい
たことからも指摘できる。1989年学習指導要領以降、公害に関する記述は、学習指導要領の中に残
されているが、自然や人間の捉え方の観点が変化したことにより、公害問題は環境問題の一環とし
てその中に取り込まれる形となった。
韓国においては、1981年第四次教育課程の社会科と科学で公害問題の現象説明がはじめて取り上
げられる。第四次教育課程は、環境保護政策の下、国の制度が転換した1970年代を経て教育指針に
おいて公害を取り上げるに到っている。しかし、世界的にはすでにストックホルム会議（1972）の
開催やベオグラード憲章（1975）の採択など、環境教育の目的や意義に関する議論が活発化してい
たことから、1985年「環境保全モデル校」を指定するなど、早くも公害から環境問題へと視点を移
行させ、1987年には第五次教育課程改編を行った。同課程改編では、環境に関わる教育の内容は公
害問題だけを対象としていた第四次改編とは変わり、環境教育に関する単元の設定が強調され、公
害問題に加えて環境教育の内容も大幅に取り込まれることになる。韓国では、公害教育を中心とし
た時代は6年と短く、政策に融通性があったことと中央集権型であることから、公害教育から出発
しながらも日本の環境教育対策に比して、世界の流れにスムーズに順応することになった。その結
果、各教科の特徴に則った方法と環境学という総合的な環境教育を実施するに到り、1992年第六次
教育課程改編では、「環境」及び「環境科学」を中学校・高等学校に選択科目として導入した。中
学校の教科書においては、現象説明から環境問題の対策へと観点が移行し、地球的規模での環境問
題にも焦点が当てられるようになる。2001年第七次教育課程が改編され、その中では直接的な体験
活動が推進された。第四次改編以降の知識偏重の傾向を打破しようとしたのである。体験重視を明
示し、体験学習の導入へと大きく踏み切ったのが第七次改編である。
インドは、1975年環境教育の必要性について明らかにする政策陳述において環境教育のカリキュ
ラムが検討され環境学を1～5学年に取り入れるよう指摘された。インドでは第4次五力年計画
（1969－70年度）において環境問題に言及しており、多くの発展途上国に比して環境問題が政策課
題として取り上げられた時期は早い。その背景には、農村の局所的開発に起因する所得格差の拡大
や貧困の増加など社会的問題の深刻化があり、これら社会的問題の流れの中で環境問題が早期に認
識されたのである。その結果、環境教育への言及も早まった。しかし、1975年政府陳述は実現され
ず、1988年NCF1988の中で再び環境学の設定の必要性が言及された後も、環境学導入の動きには
到らなかった。さらに最高裁判所が、1991年環境教育を小学校から高等学校までの全教育課程にお
いて義務とするとしたにもかかわらず、2000年改訂されたNCFにおける環境学の拡大も10学年に
とどまった。環境教育が実践されるに到ったのは、最高裁が再び環境学の推進を指示した2004年の
ことである。最高裁の指示を受け、NCF2005は環境教育を強化すると明記し、環境学を導入する
学年は全学年（12学年）まで拡大されることとなった。他のアジア諸国に比してインドにおける環
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境教育への言及は早い。しかし、NCFを詳細に検討した結果、実際の取り組みを始めたのは2004
年最高裁判所の判決以降のことであり、それまで顕著な動きは見せなかったことが明らかとなった。
ここにインドにおける環境教育展開の実態の一部が見える。
環境教育の実施手法に関しては、三国はそれぞれ異なる方向性と特色において実践が試みられて
いる。日本はすべての教科に環境教育の視点を横断的に取り入れる手法を重視し、韓国は既存の科
目で扱いながら独立科目として環境学を設けた。インドのマハーラーシュトラ州では環境学を必修
として設置し、総合的な視点から環境教育を行う姿勢を顕著にした。各国が目指す学校や地域、
NGOとの連携スタイルにも特色が見られた。日本は、家庭や地域との連携を、韓国は師範校の成
果の共有を重視した。インドのマハーラーシュトラ州においては、役所やNGOを巻き込み、とり
わけNGOは学校における環境教育に多大な影響を与える組織となるなど、幅広い連携スタイルが
確立されていた。
Ⅳ　日韓印の中学校における環境教育の取り組みと環境意識の分析・考察
Ⅳ章では、仮説に沿って学校における取り組みの現状と生徒の環境意識を分析し、日本、韓国、
インドの特徴と環境意識を行動へ導くための課題を実証的に解明した。そこでは、Ⅲ章で明らかに
した各国における環境教育の実施手法や実践における強調点、学校以外の地域や組織との連携スタ
イルの差異が、学校現場においてどのような成果として表れているかについても考察した。さらに
三国の現行の環境教育に欠落する視点をも指摘し、今後の環境教育のあり方について議論を深めた。
文化的多様性と伝統的知識を重視する必要性については、インドのマハーラーシュトラ州の事例を
通して、それらを念頭においた環境教育の可能性について検討を加えた。
環境問題に関する認識について、日本では地球規模の問題が、韓国では身近な問題がそれぞれ最
も高い関心の割合を示した。地球規模の問題の中でも、地球温暖化と森林破壊はとくに深刻と捉え
る傾向が日韓の中学生に共通して見られたが、世界的な注目を集める地球温暖化に関するインドの
中学生の関心は低く、専ら身近な環境問題に高い関心を示した。環境問題の認識における三国の共
通点は、より身近な問題が関心として定着するという点である。
自然体験学習は世界的に重視される。日本は自然誌教育の歴史が長く、自然体験学習者は9割に
上った。韓国は知識偏重型が続いたことからその実践歴は短く6割強に、インドは学校がNGOと
連携して実施することになるため5割にとどまった。自然体験学習は、その内容によって目的も得
られる効果も異なる。韓国は自然を知ることに繋がる自然観察に重点を置き、日本はハイキングや
キャンプなど自然を楽しむ内容が多かった。そのため日本では、自然の美しさやすばらしさといっ
た情緒面が育っていることが特徴として見られたが、内容の違いを超えて両国ともに共通して5～
6割の生徒が感じたことは、「自然の大切さ」であった。そこから、都市部と農村部のどちらに住
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みたいか質問したところ、日韓ともに農村部を選択した割合は都市部を選択した生徒の2倍前後と
なったが、農村部選択の理由に違いが見られた。この違いは環境問題に関する知識に依拠していた。
自然体験学習の成果として、日韓共に自然に対する親しみや自然を大切に思う気持ち等自然に価値
を見出し、自らの生活スタイルを省みる姿勢に結びつく視点が育まれていた。韓国は自然体験学習
の機会の提供と内容の充実が、インドはすべての学校が資金の援助や体験学習を補填してくれる
NGOの取り組みに関わる制度作りが課題として浮かび上がった。
科目における授業内容については、日本と韓国は、環境問題に関わる国際関係や人権、将来世代
への配慮について、インドに関しては環境学で取り上げる貧困やジェンダーなどの視点も加えて調
査した。その結果、日本と韓国においては、国際関係の中で先進国と途上国が影響を与え合ってい
るという視点が弱く、環境問題を巡る先進国と途上国の関係について学習した生徒は1～3割にと
どまった。人権に関わる問題は、社会科において基本的人権や差別との関わりから言及され、環境
との関わりとしては環境権として取り上げられることになっているが、学習者の割合は、日本は2
～5割、韓国は2割～4割にとどまった。ここから、日本と韓国では専ら途上国への観点が欠落し
ていることが看取された。他方、途上国の立場にあるインドでは、正義と平等の価値の問題、また
人権の尊重といった内容として取り上げられるが、環境問題との関連性についての理解はまだ浅く、
環境学の教科書で取り上げられているにも関わらず公民で学習した生徒が圧倒的多数を占めた。環
境問題と言うよりも、社会的問題として認識されるような問題の場合、環境問題との関連で学習し
ている生徒は少ないことが明らかとなった。
環境配慮行動については、具体的対処法を指示している学校の生徒は行動割合が他の学校に比し
て高まった。また、地域と連携して活動を行った中学校では、学校で具体的対処法を示していない
にも関わらず環境問題に対する意識が環境配慮行動に結びつく割合が高まることが明らかとなっ
た。ここから、「身近な問題」、「地域との連携」が生徒の環境配慮行動を誘発することが指摘でき
る。ここに環境意識が具体的な行動へと導かれる要因として、学校における具体的対処法の提示、
身近な問題の認識、また地域との連携に一定の意義を見出すことができる。しかし、こうした環境
配慮行動を実践している生徒の割合は、全体として高いわけではない。日本では、行動の割合が4
割程度にとどまる学校も3校あり、韓国の対象校においては行動する生徒は3割～4割にとどまる。
ここから、身近な問題や地域との連携だけでは環境配慮行動に必ずしも結びつくものではないこと
が明らかとなった。この結果は、人間の環境や自然を守るということを「人間の営み」と切り離し
て考えるだけでは、環境教育のあり方としては不十分であることを示していると言える。テサロニ
キ宣言が「文化的多様性と伝統的知識に内在する道徳的・倫理的規範」を新たな環境教育の視点と
して指摘したのは、これら文化や伝統、また現行の環境教育の中で言及されることの少ない道徳的
・倫理的観点に、意識と行動を結びつける一つの役割を求めようとしていたためと考える。
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文化的背景や伝統的知識を取り込んだ環境教育の事例として、本論文ではインドのマハ‾ラ‾シ
ュトラ州の実践事例を参考にした。その際、伝統的知識に内在する道徳的・倫理的規範の一つとし
て宗教的自然観に焦点を当てた。同州の事例から、古代インド思想における自然解釈が環境意識の
形成に少なからず影響を与えていることが看取された0古代インド思想は、歴史の科目で扱われて
いる内容でもあり、歴史を通して学習している生徒が多数を占める結果となった0環境学を担当す
る教師が地理と生物を専門とする教師が多いことから、教師自身が古代インド思想における自然観
を取り上げる手法を模索している段階にあることがその理由として挙げられる0そこには、教える
側の課題も見出されたが、古代インド思想における自然解釈が生徒の環境意識の形成に影響を与え
ている事実からも、今後環境学の中でこうした観念を取り上げる意義を見出すことができるのであ
る。インドでは日本や韓国のように個人の行動としての具体的対処法は明確に示されてはいないが、
NGOを通した植林活動が活発に行われており、生徒は積極的にその活動に参加していた0三国に
共通して中学生が身近な問題に関心を寄せていたことに鑑みても、伝統的知識を通して自国の文化
を理解することに、環境意識を高める役割が期待できると考えるのであり、また行動を導くための
可能性を持つ観点であることはインドの事例からも窺い知ることができる0道徳的・倫理的規範を
内在させた文化や伝統的知識とは何かについて、また新たな環境教育に向けてそれらを取り込む可
能性について検討を加える意味は十分にあると言える。
5．まとめ
本論文では、環境教育の今日的な方向性を見据え、新たに文化や伝統的知識を念頭に置いた環境
教育の意義を見出すために、環境教育政策の変遷から現行の環境教育の成果までを資料や現地調査
を通して分析した。
日本と韓国とインドの教育指針の改編と社会的背景を検討した結果、欧米を中心に環境教育の議
論が活発化したことで、環境教育に取り組む必要性が急を要することとなり、その内容や手法は吟
味されずに欧米の流れに乗る形での出発となっていたことが明らかとなった0環境教育の制度化に
関して、日本における公害教育の導入に到るプロセスはボトムアップ型であった0しかし、本論文
で明らかにしたように、それは公害教育の段階までであり、環境教育への転換においては早急に対
応する必要があったことから急速に環境教育へと転換していった0韓国では、中央政府主導型の政
策決定により環境教育への転換は急速にかつスムーズに行われたが、意識調査の結果から制度の急
速な展開に内容と実践が伴わなかったことも指摘できる0インドは、政府陳述において他のアジア
諸国に先駆けて環境学に言及したが、言及から実施に到るまで30年近くを要しただけでなく、州政
府の意向が強く反映するために、州ごとの取り組みにおいては現在でも大きな開きがある0環境教
育に関わる取り組み姿勢は三国で異なっていたが、環境教育の急展開は、何れの国においても内容
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の充実を促進するものとはならなかった。
環境教育は、持続可能性という概念を柱に、環境意識を向上させその意識を行動へと結びつけて
いくことを最大の目的としている。この目的を達成する教育にするためには、まず、持続可能性の
概念を捉えるとき、「何の持続可能性か」を考えることが重要である。環境問題に関する認識にお
いては、知識も体験も重要な役割を担う。教科等を通じた学習では、日本と韓国は国際関係や人権
の観点を重視していなかった。インドでは、人権や貧困等の社会的問題が深刻であるが、環境問題
との関わりにおける認識は薄い。環境問題が多岐に渡り、また因果関係も複雑であることから、教
育内容の強調点と手法は三国では異なる。現在、環境教育は、目的に関して世界的な共通認識を持
ちながら、それぞれの国の事情や関心に沿って行われていた。しかしながら、このことは、独自の
文化や伝統を環境教育に反映させていることを意味するのではなく、多角的な視野に立って環境に
関わるあらゆる問題を取り上げる、あるいは社会的諸問題を有機的に結びつける学習が達成されて
いないことを示している。環境教育が焦点とする環境問題の幅は広い。しかし、各科目を通した環
境教育を実施するためには、社会的諸問題と環境問題の因果関係、環境問題の性質、重視すべき点
を明確にすることは、科目を通して環境教育を実施する上で不可欠なのである。
意識調査の比較・分析結果から、環境問題に関わる認識においては身近な問題への関心が高いこ
とも確認された。また環境意識と行動の関係に関しては、具体的対処法の提示や地域との連携に、
意識を行動へと導く一定の要因を見出すことができた。ここから、意識を行動に結びつける機会の
提供として、地域やNGOとの関係を充実させることも重要であることが指摘できる。しかし、そ
れだけでは培った環境意識が環境配慮行動に十分反映しているとは言えないこともまた確かめられ
た。これらの実証的検討を通して指摘できることは、様々な環境問題を理解し、解決しようとする
態度を養うためにも、環境教育においては、他国やその文化・社会にも目を向けながら、自国の文
化や伝統の中で人間の営みと結びつけた環境認識、自然認識を積み上げていくような内容と方法を
探ってゆくことも、一つの方法であるということである。ここに、「文化的多様性や伝統的知識に
内在する道徳的・倫理的規範」が新たな環境教育の観点として必要とされることの意味を見出すの
である。自然保護や環境保全を、人の行為の反省的なものとして捉えるだけではなく、人間の自然
への心的な関わりのなかで育て、それに照らして人の行為の問題が問われるところに、文化や伝統
的知識に内在する道徳的・倫理的規範が表れてくるのである。
論文審査結果の要旨
本論文の目的は、環境教育の近年の方向性を見据え、新たな文化的多様性や伝統的知識を念頭に
置いた環境教育の必要性を見出そうとするところにある。そして、環境教育政策の変遷から現行教
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青の成果の現状を掴んだ上で論じられる必要があるというスタンスを重視している。本論文は学校
における環境教育を対象とするため、環境教育政策に反映されている教育指針、その内容や方向性
を考察した上、教科書の内容を詳細に比較分析した。しかし、これらの指針にもとづいて作られた
教科書は、教師の創作工夫によって授業が実践されるため、学校現劇こおける環境教育の実情及び
生徒の学習状況を取り出している。したがって、本論文では、環境教育政策の展開とその帰結とし
て形成される環境意識に着目している。
環境教育は、これまで欧米を主体として世界的に展開してきたため、アジア諸国では欧米におけ
る当該教育の内容や手法を追随する形となった。しかし、本論文では、これまで主流となってきた
欧米とは異なる文化や伝統的知識を持つアジアに焦点をあて、アジアの環境教育の異議と課題を求
めようとしており、そこから新しい方向性を組み込んでいく必要性を指摘・提案したことに意義が
ある。
研究対象としては、日本、韓国、インドの中学校における環境教育を取り上げており、各国の教
育指針の展開をみながら、現場からその実態を把握し、環境教育のあり方を模索した。その際、意
識と行動の関係に着目し、身近な問題を扱うことで問題の認識が自己への脅威になるという仮説と、
文化や伝統的知識が意識を行動に結びつける他の要因となると言う仮説を立てた上、政策科学的視
点と社会科学的視点から環境教育政策及び教科書内容を比較分析し、教育現場のインタビューや学
生へのアンケート調査分析を用いてこれらの仮説を検証した。
本論文の分析により、日本、韓国、インドの環境教育は、それを制度化する必要性が急を要する
こととなり、その内容や手法が吟味されずに欧米の流れに乗る形での出発となっていたことが明ら
かとなった。日本は、公害教育の経験から環境教育への転換が可能となったが、韓国は先進的な制
度を導入したものの、急速な展開に内容と実践が伴わなかったことを指摘した。一方、インドは、
他のアジア諸国に先駆けて環境学を言及したが、州ごとのの取り組みにおいては大きな開きがある0
このように環境教育に関わる取り組みの姿勢は三国で異なっていたが、環境教育の急展開は、何れ
の国においても内容の充実を促進するものとはならなかった。また、意識調査の比較・分析結果か
ら、環境問題に関わる認識においては身近な問題への感心が高いことも認識された。さらに、環境
意識と行動の関係に関しては、具体的な対処法の提示や地域との連携に、意識を行動へと導く一定
の要因を見出した。ここから、意識を行動に結びつける機会の提供として、地域やNGOとの関係
を充実させることも重要であると結論づけている。しかし、それだけでは、培った環境意識が環境
配慮行動に十分反映しているとは言えない。様々な環境問題を理解し、解決しようとする態度を養
うためにも、環境教育においては、他国やその文化・社会に目を向けながら、自国の文化や伝統の
中で、人間の営みと結びつけた環境意識を積み上げていくような内容と方法を探ってゆくことも、
一つの方法であると結論づけている。但し、三国の事例分析を中心に環境教育の方向性及び環境意
－118－
識の特徴を説明しているため、様々な文化や宗教、社会システムを有するアジア全体における環境
教育の課題と方向性を提示するためには、更なる検討が必要である0
本論文の執筆者は、昭和シェル石油環境研究助成及び東北大学若手研究者萌芽研究育成プログラ
ムの支援を受けて、韓国、インド、日本国内において地道な実地調査を行っており、膨大な資料や
データを整理分析した。また、多数の研究論文を公表しており、これらの研究成果は、環境教育政
策分野の新たな方向性を提示していると認められる0これらにより、本論文の執筆者は自立して研
究活動を行うのに必要な高度の研究能力と学識を有するものと判断される0よって、本論文は、博
士（国際文化）の学位論文として合格と認める。
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